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令和２年度の税制改正関連法は、内閣提出の原案どおり３月27日に成立し、４月１日に
施行となりました。
今改正では、法人課税において、次世代通信規格である５G設備の普及促進を図るた

めの税制措置の創設、オープンイノベーションを促進するための税制措置の創設、連結
納税制度から「通算制度」への移行、交際費課税の特例の見直し、少額減価償却資産の
損金算入特例の見直しなどが行われました。また、NISA制度の見直し、ひとり親控除
の創設、法人に係る消費税の申告期限を１か月延長する特例制度の創設、国外財産調
書制度等の見直し、電子帳簿等保存制度の見直しなどの改正も行われています。
また、令和2年4月30日には、「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための
国税関係法律の臨時特例に関する法律」、「地方税法等の一部を改正する法律」が成立
し、同日に、公布・施行されました。
この小冊子では、項目ごとの具体的な改正点と解説を掲載しています。令和２年度税
制改正の全体像の理解とポイントを押さえる上でのツールとして皆様にご活用いただ
き、お役立ていただければ幸いです。

令和２年5月

主な
凡例

・所　法 → 所得税法　　　　・法　法 → 法人税法　　・消　法 → 消費税法
・措　法 → 租税特別措置法　・地　法 → 地方税法 ・通則法→国税通則法
・改正法 → 所得税法等の一部を改正する法律

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策特集

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策についての最新の情報につきま
しては、
国税庁HP（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/index.htm）
総務省HP（https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000399.html）
経済産業省HP（https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html）
厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/

koyou/kyufukin/index.html）
等をご確認ください。
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令和2年4月30日、「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の
臨時特例に関する法律」、「地方税法等の一部を改正する法律」が成立し、同日に、公布・施行
されました。

これらの法律は、新型コロナウイルス感染症が社会経済に与える影響が甚大であるため、そ
の感染症及びまん延防止のための措置の影響を受け、厳しい状況に置かれている納税者に対
し、緊急に必要な税制上の措置を講じるものです。

この臨時特例法等に基づく、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策としての主な税制措
置は以下のとおりです。

新型コロナウイルス感染症の影響により、国税を一時に納付することが困難な場合に、税
務署に申請することにより1年間納税が猶予される特例です（担保不要。延滞税免除）。

令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が到来するほぼ全ての国税が対象で
す。既に納期限が過ぎている未納の国税（猶予中のものを含む）でも、遡って特例を適用する
ことができます（令和２年６月30日までに限る）。 

この特例の対象は、以下の①、②のいずれも満たす方となります。
①　新型コロナウイルスの影響により、令和２年２月以降の任意の期間で１か月以上、事業

等に係る収入が前年同期に比べて概ね20%以上減少していること
（収入には、事業収入のほか、給与収入などの定期的な収入も含まれますが、譲渡所得な
どの一時的な収入は含まれません。）

②　一時に納税することが困難であること

資本金の額が１億円以下の法人など、中小企業者等のみが利用可能とされている青色欠損
金の繰戻し還付制度が、資本金の額が１億円超10億円以下の法人も利用可能とされました。

この特例の対象は、令和２年２月１日から令和４年１月31日までの間に終了する事業年度
に生じた欠損金額です。

なお、大規模法人（資本金の額が10億円を超える法人など）の100％子会社及び100％グ
ループ内の複数の大規模法人に発行済株式の全部を保有されている法人等は除かれます。

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策特集

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策としての税制措置

納税の猶予制度の特例

欠損金の繰戻しによる還付の特例（対象法人の拡大）

1

2
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改正の概要
⑴　大法人に対する交際費課税の特例の見直しと延長
　　大規模法人向けの税額控除制度が拡充されたことなどの見返りとして、「資本金の額等

が100億円超」の大法人（連結親法人の資本金の額等が100億円超の連結子法人を含
む）について接待飲食費の50％損金算入特例が廃止されました。

　　なお、資本金の額等が100億円以下の大法人については従来の制度が２年間延長されました。
⑵　中小法人に対する特例の延長
　　資本金１億円以下の中小法人については、接待飲食費の50％損金算入と、定額控

除限度額（年800万円）までの交際費等の全額損金算入のいずれかを選んだ上で、そ
れを超える金額は損金不算入とされる従来の制度が２年間延長されました。

令和４年３月31日までに開始する各事業年度について適用。
適用関係

（措法61の4、68の66）

交際費等の損金不算入制度の見直しと延長1
資本金100億円超の大法人について接待飲食費の50％損金
算入特例が廃止されました。中小法人の特例は従来の制度が
２年間延長されました

（制度の概要）
①資本金の額等が100億円超の大法人以外の法人が適用可

②中小法人のみ適用可

損金算入可能 損金不算入
交際費等支出額

800万円（定額控除限度額）

「交際費等」とは、交際費、接待費、機密費その他の費用。
得意先、仕入先その他事業に関係のある者等に対する接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のための支出。
※中小法人は①を選択することも可

損金算入可能

交際費等支出額

飲食費以外飲食費

50%

損金不算入


